
 

答 

１ 公益目的支出計画については、整備法第１１７条第２号において、「適正」

であり、かつ、「確実に実施すると見込まれる」ことが求められています。変

更認可の場合も、整備法第１２５条の規定により、同じ基準に拠ることにな

ります。 

 

２ このため、公益目的支出計画の実施期間については、社員等を含む法人の

関係者の意思を尊重し、法人において定めた期間で認めることを基本としつ

つも、法の定める適正性や確実な実施の見込みの観点から問題がないことが

求められます。法人の財政状況などから考えて、計画の期間が不相応に長期

であると考えられる場合には、期間について再考が求められることがありま

す。 

 

３ また、移行認可後に公益目的支出計画の期間を延長する場合には、一旦、

当初の公益目的支出計画の期間は法人の判断を尊重して決定されていること

を踏まえれば、その確実な実施が求められるところであり、変更にはやむを

得ない事情や合理的な理由が必要です。 

変更認可は、延長にはやむを得ない事情があり合理的な対応であるのかどう

か、及び延長された期間の全体を通じて確実な実施の見込まれるものであるか

どうかの２点が確認された上でなされる必要があります。この２点が確認でき

ない場合は、期間の変更の再考が求められることもあることに注意が必要です。 

 

（注）設定された期間について「不相応に長期であると考えられる場合」とは、例えば、法人が

現在実施している公益に関する事業の規模（額）と比較して、公益目的支出計画における実

施事業の規模（額）が極めて低い場合に、そのようにせざるを得ない特段の事由がないとき

が考えられます。 

 

 

 

問Ⅹ－１－①（実施期間の上限） 

土地等の相当規模の資産を保有しているため、現在実施している事業のうち、 

現在の主務官庁が公益事業として認めている事業の全てを公益目的支出計画の 

実施事業としても２００年を超えるような計画となります。公益目的支出計画 

の実施期間に対して上限などはあるのでしょうか。また、一度認可を受けた後 

の期間の延長は、認められるのでしょうか。 



【参照すべきガイドラインの抜粋等】 

１．公益目的支出計画が「適正」であることについて（整備法第 117 条第２号関係） 

（中略） 

また、公益目的支出計画の実施期間については、社員等を含む法人の関係者の意思を尊重

することが適切であると考えられるため、法人において定めた期間で認める。 

ただし、明らかに法人の実施事業等の遂行能力と比較して、設定された公益目的支出計画の実

施期間が不相応に長期であると考えられる場合は是正を求めることもあり得る。 
 
 

（参照条文） 

整備法 

（認可の基準）  

第 117 条 行政庁は、第 45 条の認可の申請をした特例民法法人（以下この款において「認可申

請法人」という。）が次に掲げる基準に適合すると認めるときは、当該認可申請法人について

同条の認可をするものとする。  

一 第 120 条第２項第２号の定款の変更の案の内容が一般社団・財団法人法及びこれに基づ

く命令の規定に適合するものであること。  

二 第 119 条第１項に規定する公益目的財産額が内閣府令で定める額を超える認可申請法人

にあっては、同項に規定する公益目的支出計画が適正であり、かつ、当該認可申請法人が

当該公益目的支出計画を確実に実施すると見込まれるものであること。 

（公益目的支出計画の作成）  

第 119 条 第 45 条の認可を受けようとする特例民法法人は、当該認可を受けたときに解散する

ものとした場合において旧民法第 72 条の規定によれば当該特例民法法人の目的に類似する目

的のために処分し、又は国庫に帰属すべきものとされる残余財産の額に相当するものとして当

該特例民法法人の貸借対照表上の純資産額を基礎として内閣府令で定めるところにより算定

した額が内閣府令で定める額を超える場合には、内閣府令で定めるところにより、当該算定し

た額（以下この款において「公益目的財産額」という。）に相当する金額を公益の目的のため

に支出することにより零とするための計画（以下この款において「公益目的支出計画」という。）

を作成しなければならない。  

２ 公益目的支出計画においては、次に掲げる事項を定めなければならない。  

一 公益の目的のための次に掲げる支出 

イ 公益目的事業のための支出 

ロ 公益法人認定法第５条第 17 号に規定する者に対する寄附 

ハ 第 45条の認可を受けた後も継続して行う不特定かつ多数の者の利益の増進に寄与する

目的に関する事業のための支出（イに掲げるものを除く。）その他の内閣府令で定める支

出 

二 公益目的財産額に相当する金額から前号の支出の額（当該支出をした事業に係る収入が

あるときは、内閣府令で定めるところにより、これを控除した額に限る。）を控除して得た

額（以下この款において「公益目的財産残額」という。）が零となるまでの各事業年度ごと

の同号の支出に関する計画  

三 前号に掲げるもののほか、第１号の支出を確保するために必要な事項として内閣府令で

定める事項 

（公益目的支出計画の変更の認可等）  

第 125 条 移行法人は、公益目的支出計画の変更（内閣府令で定める軽微な変更を除く。）をし

ようとするときは、内閣府令で定めるところにより、認可行政庁の認可を受けなければならな

い。  

２ 第 117 条（第２号に係る部分に限る。）の規定は、前項の変更の認可について準用する。 
 

 


